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施策 16製造業・サービス産業の成長促進と新企業の誘致

K　G　I
①雇用者報酬及び企業所得の県内総額

　【基準値】3,441,824百万円（令和元年度）【目標値】4,128,177百万円
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企業誘致・留置企業の雇用枠確保数

KGI種別 上がると良い指標 R  5  年  度
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要因分析

【必須】

東・中・南予それぞれの産業構造や立地条件といった地域特性を踏まえ、本県の強みを的確に訴求した結果、製造業やIT関

連企業をはじめとする多様な企業から新規拠点の立地先として選定された。このほか、誘致活動における迅速な情報提供や

立地候補地の提案、立地後の人材確保に向けた教育機関との連携など、機動的な対応も奏功した。

見直し方向性

【必須】

引き続き、本県に良質な雇用をもたらす製造業やIT関連企業の誘致を強力に推進するとともに、産業用地確保に向けた市町

への継続的な伴走支援を強化する。あわせて、世界市場が急拡大する半導体や蓄電池など先端成長産業分野からの大型投資

を呼び込むため、体制整備をスピード感を持って進める。その一環として、東予港西条地区の地盤改良による大規模産業用

地の整備や、令和７年３月に組成した「えひめ半導体産業ネットワーク」による半導体人材の育成・確保を一層加速させ

る。

これらの取組を通じ、大規模産業用地、最大50億円の奨励金制度、企業ニーズに応じた人材育成・確保を強みとして戦略的

な働きかけを強化し、産学官の緊密な連携のもと、先端成長産業等の誘致を着実に進めることで、新たな企業の立地と質の

高い雇用創出を実現していく。
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